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資料 22 

引火性溶剤を用いるドライクリーニング工場に係る建築基準法の 

取扱いにおける留意事項及び火災予防条例の取扱い 

 

１ 経緯等 

引火性溶剤を用いるドライクリーニング工場（以下「ドライクリーニング工場」という。）に係る建築基準

法の取扱いを踏まえた火災予防条例（例）の取扱いについて（平成22年９月10日消防予第408号、消防危第

196号消防庁予防課長、消防庁危険物保安室長通知。以下「消防庁通知」という。）及び引火性溶剤を用いる

ドライクリーニング工場に係る関係行政部局間の連携について（平成22年10月５日消防庁予防課、消防庁危

険物保安室事務連絡。以下「消防庁事務連絡」という。）が【１】及び【２】のとおり示された。 

ドライクリーニング工場は、建基法第48条に基づき立地が規制されている。 

平成22年、国土交通省が全国実態調査を行ったところ、多くの工場において建基法第48条に基づく建築物

の用途規制違反が生じていることが判明した。 

国土交通省は、【３】の技術的助言を示し、一定の防火安全対策が講じられれば、既存のドライクリーニン

グ工場でも建基法第48条のただし書きを適用し許可することができるとされたことから、都内の各特定行政

庁は、これを踏まえた審査を行うことになる。 

また、特定行政庁は、当該許可を行うにあたって法第７条及び建基法第93条に基づき、消防の同意が必要

となることから、当該事務が円滑、迅速に行えるよう当庁は、都内の各特定行政庁に対し【10】の依頼を行

った。 

一方、当庁はドライクリーニング工場が指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物（以下「少量危険

物」という。）を貯蔵し、又は取扱う場所に該当する場合は、消防庁通知を踏まえ、許可に伴う消防同意審査

及び条例に基づく届出について対応すること。 

 

２ 建基法第48条違反に対する是正対応要領等 

⑴ 是正対応要領 

特定行政庁は、違反内容等の確定を行った後、ドライクリーニング工場の関係者に対して違反事実の通

知を行う予定である。通知を受けたドライクリーニング工場の関係者は、特定行政庁に事前相談を行い、

建築基準法令の違反が是正された内容の書類が整った後、許可申請を行うことになる。 

【10】の依頼を踏まえ、ドライクリーニング工場の関係者から事前相談があった場合は、適切な指導を行

い、消防同意審査の円滑化、迅速化に配意すること。是正対応フローについては別図のとおりである。 

⑵ 事前相談時の留意事項 

危険物の取扱いに係る規制にとどまらず、第２章第１節第２「防火に関する規定」に適合するよう指導

すること。また、【４】の「火災安全性の確保の観点からの引火性溶剤を用いるドライクリーニング工場の

安全対策に関する技術的基準」（以下「技術的基準」という。）については、確認するための簡便な様式と

して別記様式第１号を活用すること。 

⑶ 消防同意時の留意事項 

消防同意時においては、事前相談時の指導事項についても確認を行うこと。 

 

３ 危険物の取扱い 

当庁がクリーニング業界団体に対し行った調査においては、加盟店の多くが小規模事業者であり、そこで

使用されるクリーニング機器の引火性溶剤は少量危険物に満たない範囲であることが多いことを確認してい

ること。 

なお、ドライクリーニング工場自体が少量危険物に該当する場合は、技術的基準に基づく防火安全対策が

講じられることで、条例第34条の４を適用し条例第31条の２第１項第３号（ニ及びホを除く。）に掲げる基準

によらないことができるものとする。 

また、当該施設が少量危険物施設に該当するにもかかわらず、条例第58条の届出が出されていない場合は、

速やかに提出するように指導すること。 
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４ 関係部局との連携等 

⑴ 【２】に基づく各情報提供要領については、主管課が都関係各課と協議する予定であり、様式、連絡方

法、連絡先等が決まり次第別途通知すること。 

⑵ 【10】に基づきドライクリーニング工場の関係者からの事前相談や特定行政庁から許可した旨の情報提

供があった場合は、別記様式第２号に示す「引火性溶剤を用いるドライクリーニング工場の建基法第48条

違反の対応経過一覧表」にて進捗等の管理をすること。 

 

５ 特定行政庁ごとの取扱い 

【４】は技術的助言であり、特定行政庁によっては技術的基準の取扱い等に差異がある場合があること。 

 

【１】 引火性溶剤を用いるドライクリーニング工場に係る建築基準法の取扱いを踏まえた火災予防条例（例）

の取扱いについて（平成22年９月10日消防予第408号、消防危第196号） 

 

引火性溶剤を用いるドライクリーニングを営む工場（以下「ドライクリーニング工場」という｡）の安

全対策について、国土交通省住宅局建築指導課長及び市街地建築課長から各都道府県建築行政主務部長

宛に「引火性 溶剤を用いるドライクリーニングを営む工場に係る建築基準法用途規制違反への対応及び

同法第48条の規定に基づく許可の運用について（技術的助言）」（平成22年９月10日国住指第2263号、国

住街第78号）【３】「以下2263号通知」という｡）が通知されました。これにより、今後、特定行政庁が建

築基準法第48条（用途規制）違反の確定等を行うドライクリーニング工場について、 当該違反建築物の

所有者等から同条ただし書に基づく許可申請が行われた場合、2263号通知中の【４】「火災安全性の確保

の観点からの引火性溶剤を用いるドライクリーニング工場の安全対策に関する技術的基準」を踏まえた

審査が各特定行政庁において行われることとなります。この場合、ドライクリーニング工場については

一定の防火安全対策が講じられることとなりますが、当該工場が指定数量の５分の１以上指定数量未満

の危険物を貯蔵し、又は取り扱う場所に該当する場合は、【７】にご留意の上消防同意及び火災予防条例

に基づく届出について対応いただくようお願いいたします。 

また、特定行政庁が違反の判明したドライクリーニング工場に関する許可手続きに先立って情報提供

を行うこととなることから、その際は、火災予防条例の取扱いについてはあらかじめ特定行政庁と情報

交換を行い、違反の判明したドライクリーニング工場における許可手続きの円滑化・迅速化に努められ

るようお願いいたします。 

各都道府県消防防災主管部長におかれましては、この旨を貴都道府県内の市町村に対して周知される

ようお願いいたします。 

なお、本通知は消防組織法（昭和22年法律第226号）第37条の規定に基づく助言として発出するもので

あることを申し添えます。 

 

【２】 引火性溶剤を用いるドライクリーニング工場に係る関係行政部局間の連携について（平成22年10月５ 

日消防庁予防課長・消防庁危険物保安室長事務連絡） 

 

引火性溶剤を用いるドライクリーニング工場に係る火災予防上の取扱いについては、「引火性溶剤を用

いるドライクリーニング工場に係る建築基準法の取扱いを踏まえた火災予防条例（例）の取扱いについ

て」（平成22年９月10日消防予第408号、消防危第196号）において助言したところですが、これらの施設

における防火安全性の確保を図るためには、関係行政部局間の情報の共有を図ることが重要となります。 

貴職におかれましては、下記事項にも御留意いただき、関係行政部局間の連携を推進されるようお願

いいたします。 

また、厚生労働省及び国土交通省からも別添のとおり関係行政部局あてに通知されており、衛生主管

部局及び建築指導部局からも消防部局に対して情報提供が行われることを申し添えます。 

各都道府県消防防災主管課におかれましては、この旨を貴都道府県内の市町村等に対して周知される

ようお願いいたします。 
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記 

 

１ 消防法第11条第１項に基づく許可の申請、火災予防条例に基づく届出の受理を通じ、クリーニング業

を営む工場等において引火性溶剤を取り扱うことを把握した場合には、衛生主管部局及び建築指導部局

に対して情報提供を行うこと。 

２ 消防法に基づく立入検査を行った際に、クリーニング業を営む工場等において特定行政庁の許可を受

けずに準工業地域、工業地域又は工業専用地域以外の地域で引火性溶剤を取り扱う等の関係法令違反の

疑いがあった場合には、当該法令を所管する関係行政部局に対して情報提供を行うこと。 

３ 引火性溶剤を用いるドライクリーニング工場に対する関係行政部局間の連携を推進するため、関係行

政部局間の情報交換の具体的方法の調整等を行う場を設けるなど、日常的な連絡調整に努めること。 

  

【３】 引火性溶剤を用いるドライクリーニングを営む工場に係る建築基準法用途規制違反への対応及び同法

第48条の規定に基づく許可の運用について（平成22年９月10日国住指第2263号、国住街第78号） 

 

引火性溶剤を用いるドライクリーニングを営む工場に関する建築基準法第48条の建築物の用途規制違反

については、昨年７月及び12月の報道を契機として、全国実態調査を行ったところ、別紙（省略）のとお

り多くの工場において、建築物の用途規制違反が生じているとの実態が判明したところである。 

これを受け、今般、引火性溶剤を用いるドライクリーニングを営む工場に係る建築基準法用途規制違反

への対応及び同法第48条の規定に基づく許可の運用について、地方自治法（昭和22年法律第67号）第245

条の４第１項の規定に基づく技術的助言として、下記のとおり通知する。 

貴職におかれては、貴管下関係機関に対しても、この旨周知徹底方お願いする。 

 

記 

 

１ 建築基準法第48条用途規制違反に対する是正措置について 

引火性溶剤を用いるドライクリーニングを営む工場（以下「引火性溶剤を用いるドライクリーニング

工場」という。）の建築基準法（以下「法」という。）第48条に基づく立地規制については、その主な目

的が当該用途地域における安全性の確保であることに鑑みれば、違反が判明したドライクリーニング工

場における火災危 険性について対策を講ずることは緊急に取り組むべき重要な課題である。このため、

今般、国土交通省として、違反が判明したドライクリーニング工場における引火性溶剤の使用に伴う火

災危険性を除去するために必要な 安全対策措置にかかる技術的基準について、【４】のとおり定めた。 

これらの安全対策措置を講じる又は講じられている引火性溶剤を用いるドライクリーニング工場につ

いては、既存の工場であったとしても法第48条の規定に基づく許可（法第87条第２項で準用する場合を

含む。）を行うことで、引火性溶剤の使用にかかる安全性の観点からは適法な建築物とすることが可能と

なるため、各特定行政庁におかれては、法第48条の規定に基づく許可の積極的な活用を行い、当該用途

地域における適確な安全性の確保に努められたい。 

なお、住居専用系用途地域では工場自体の立地が認められておらず、その他の住居系用途地域であっ

ても工場の作業場の面積制限等がある。このため、【６】の「引火性溶剤を用いるドライクリーニング工

場の住居系地域における工場等の立地に関する48条ただし書許可の判断基準｣ をとりまとめた。これら

の地域における法第48条の規定に基づく許可に際しては、【４】の技術的基準に加え、当該用途地域にお

ける工場等の許可実績や各用途地域の目的とする市街地環境及び周辺の実情等に照らし、【６】の判断基

準を参考に適切に判断されたい。 

２ 違反是正に係る猶予期限等について 

違反建築物に対して是正措置を命ずる場合においては、法第９条第１項において「相当の猶予期限」

を設けることとされているところである。 

今般の違反の是正についても、社会通念上又は客観的にみて合理的な期間として、事業者が安全対策

の手続きも含めた内容を充分に理解するために要する期間、事業者が安全対策措置の内容を検討するた

めの期間、安全対策にかかる装置、部品等の調達及び取り付けに係る作業に要する期間等が必要と考え

られることから、必要となる是正までの期間を適確に確保されたい。 

また、これらの是正措置が完了するまでには一定の期間が必要となると考えられることから、是正措
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置が完了するまでの期間であっても、引火性溶剤の使用が地域の安全性に関わる問題であることに鑑み、

大きな費用負担の生じない対策など早期に対応可能な安全対策等の実施についても考慮されたい。 

３ 許可手続きの円滑化について 

⑴ 許可に必要な図書等 

違反の判明したドライクリーニング工場においては、引火性溶剤の使用に伴う火災危険性の除去が

とりわけ緊急的に対応すべき課題であることから、法第48条に基づく許可に関し安全性の判断を行う

ために必要な基準を【４】のとおり明確化したところである。これを活用することにより、特定行政

庁において安全性に関して定型的な判断が可能となると考えられる。 

これに伴い、法第48条に基づく許可に必要な図書等（法第12条第５項の規定に基づき報告を求める

場合も含む。以下同じ｡）についても、当該基準に関する是正措置を確認するための図書として定型化

して明確にすることで審査手順の定型化を行う等、効率的な審査の実施を図られたい。 

また、安全性に係る許可基準については、予め建築審査会の包括的な了承を得た上で事前明示を行

う等により審査が必要以上に長期化しないよう許可手続きの円滑化、迅速化を図られたい。 

なお、法第48条に基づく許可に必要な図書等（法施行規則第10条の４の規定に基づく別記様式43号

を除く）に関して、一般的に特定行政庁が求めている許可申請書類を参考に、【４】の基準を確認する

ために必要となる図書等を【５】のとおりとりまとめたので活用されたい。 

⑵ 相談等 

安全確保対策を速やかに進めるため､  事業者への説明を速やかに実施するとともに、許可手続きの

円滑化・迅速化のためには、申請者となる事業者が安全対策の手続きの内容を充分に理解することが

重要であることから、各特定行政庁においては事業者からの相談等に適切に対応されたい。 

また、特定行政庁においては、これらの事務の円滑な実施に必要となる体制整備に努められたい。 

⑶ 地域における建築士への協力の要請等 

安全確保対策を円滑に進めるためには、事業者に対して図書の調整や申請の技術的支援を行う地域

の建築専門家の協力が大切である。このため、都道府県におかれては管下の特定行政庁との協力のも

と、建築士関連団体と連携し、事業者に対する情報提供や本件対応を行う建築士の研修、申請図書の

作成等の協力を行う体制の確保に努められたい。 

国においては、零細事業者へのこれらの建築士関連団体の協力等について財政的に支援を行うこと

としている。 

⑷ 許可手数料の減免 

許可にかかる手数料については､特定行政庁の指導のもと、速やかに安全性を確保する公益性がある

ことに加え、安全性確保を速やかに行うために零細な事業者にかかる許可の負担軽減を図る観点から、

許可手数料の減免について配慮し、円滑化を図られたい。 

４ 消防担当部局との連携について 

法第48条の規定に基づく許可をする場合においては、法第93条に基づき、消防長又は消防署長（以下、

消防担当部局という。）の同意を得なければならないこととされており、この際、消防担当部局は、消防

法等の法律又はこれに基づく条例等の規定で建築物の防火に関するものの違反の有無を確認することと

なる。 

これに関しては、本技術的助言の発出と併せて消防庁予防課長及び危険物保安室長から各都道府県消

防防災主管部長及び東京消防庁・各指定都市消防本部宛に「引火性溶剤を用いるドライクリーニング工

場に係る建築基準法の取扱いを踏まえた火災予防条例（例）の取扱いについて」（平成22年９月10日消防

予第408号、消防危第196号）が通知されたことから、実態調査の結果等について消防担当部局に情報提

供を行い、許可に際して求める消防担当部局の同意が円滑に行われるよう、あらかじめ照会を行うとと

もに、火災予防条例の取扱いについて消防担当部局との情報交換に努め、許可手続きの円滑化・迅速化

に努められたい。 

５ その他 

⑴ 許可を受けた引火性溶剤を用いるドライクリーニング工場において機械の変更等を行う際、当該変

更により許可条件に違反することとなる場合には、許可申請を改めて行うことが必要である。しかし、

機械の台数や出力が増加せず、かつ、機械の設置位置を変更しない等の周囲への影響が増大しない場

合には、これを許可条件として付すことで、機械の変更等を行う場合であっても、再度の許可を要し

ないこととすることが可能である。許可に際しては、事業者の負担の軽減が図られるよう、これらの
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条件を付すことについて積極的に検討されたい。なお、この場合にあっても、機械の変更等の際の許

可条件への適合を確認するため、特定行政庁に対して変更内容を届け出ることを条件として付すこと

が適法な状態の確保のためには必要と考えられる。 

⑵ 許可を受けた引火性溶剤を用いるドライクリーニング工場については、許可を行った建築物につい

ての台帳を整備し、必要に応じ、報告を求めることや違反建築防止週間などの機会を捉えた立入検査

の際、許可条件とした内容の確認を行うこと等により許可後も引き続き適法な状態が維持されるよう

努められたい。 

⑶ 本技術的助言は、引火性溶剤を用いるドライクリーニング工場に係る法第48条の規定に基づく許可

に関する一般的な考え方を示すものであるので、立地する地域の状況等からこれによることが必ずし

も適切でなく、安全上も支障がないと考えられる場合は、総合的な判断に基づいて弾力的に運用され

たい。 

⑷ なお、違反の判明したドライクリーニング工場における具体的な違反是正措置の進め方について、

「引火性溶剤を用いるドライクリーニング工場の違反是正の手順フロー（例）｣を添付しているので、

参考とされたい。 

 

【４】 火災安全性の確保の観点からの引火性溶剤を用いるドライクリーニング工場の安全対策に関する技術

的基準 

 

１ 引火性溶剤の保管方法等 

次の⑴から⑸までに適合していること。 

⑴ 引火性溶剤を保管する容器（以下｢容器｣という。）は、洗濯機、乾燥機、ボイラーその他の機械の

設置スペース、アイロンを用いる作業台又は洗濯物の保管スペースから水平方向に50cm以上（垂直方

向については床面から天井まで）離した場所に設置されていること。 

⑵ 容器の設置場所から水平方向に１ｍ以内（垂直方向については床面から容器上方15cm以内）におい

ては、電気設備について防爆措置が行われていること。 

⑶ 容器が屋内に設置されている場合、容器が設置されている室に機械換気設備が設けられており、か

つ、容器が設置されている室全体の単位床面積（容器の設置場所が隔壁等により区画され、区画され

た部分内に機械換気設備が設けられている場合は、区画された部分の単位床面積）あたり0.3㎥/min

の換気量が確保されていること。 

⑷ 容器は、次のア及びイに適合していること。 

ア 密閉できる構造であること。 

イ 危険物の規制に関する規則（昭和34年総理府令第55号）別表第３の２に定める基準に適合する内

装容器（内装容器の種類の項が空欄のものにあっては、外装容器）又は危険物の規制に関する技術

上の基準の細目を定める告示（昭和49年５月１日自治省告示第99号）第68条の２の２に定める容器

であり、かつ、危険物の規制に関する規則第43条の３第１項に定める収納の基準に適合しているこ

と。 

⑸ 固定容器については、適切にアースが設置されていること。 

２ 洗濯機・乾燥機の安全対策 

次の⑴から⑷までに適合している洗濯機及び乾燥機（洗濯及び乾燥を同一の機械内で行うものを含む。）

が設置されていること。 

⑴ 洗濯機及び乾燥機には、適切にアースが設置されていること。 

⑵ 洗濯機は、洗濯及び脱液が同一の機械内で行われる機能を有するものであること。 

⑶ 洗濯機は、次のアからエまでのいずれかの機能が設けられているものであること。 

ア 洗濯槽内への窒素等の不活性ガスの充填又は洗濯槽内の減圧により洗濯槽内の酸素濃度を爆発下

限界酸素濃度以下に制御する機能 

イ 溶剤冷却機能又は溶剤温度の上昇により、引火のおそれがある場合に機械が自動停止する機能 

ウ 静電気を監視する機能に連動して、静電気が発生するおそれがある場合に機械が自動停止する機

能 

エ 静電気を監視する機能に連動して、静電気が発生するおそれがある場合に洗剤の自動投入を行う

機能 
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⑷ 乾燥機は、次のア及びイに適合していること。 

ア 処理ドラム内への窒素等の不活性ガスの充填若しくは処理ドラム内の減圧により処理ドラム内の

酸素濃度を爆発下限界酸素濃度以下に制御する機能又は温度制御等により溶剤蒸気濃度を爆発下限

界以下に制御する機能が設けられていること。 

イ 溶剤を含む排気が作業場内に直接排出されない構造であること（溶剤回収型乾燥機であること又

はダクトで直接屋外への排気を行う措置がなされていること）。 

３ 作業場（洗濯、乾燥又は仕上げ作業を行うスペース）の防火措置 

次の⑴から⑷までに適合していること。 

⑴ 機械換気設備が適切な位置に設けられており、かつ、作業場のある室全体の単位床面積あたり0.3

㎥/minの換気量が確保されていること。 

⑵ 溶剤の漏出が想定される場所（洗濯機、乾燥機及び脱液後の洗濯物（洗濯かごに入れる場合は洗濯

かごの範囲）をいう。以下同じ。）から水平方向に１ｍ以内（垂直方向については床面から開口部の

最上端の上方15cm以内）においては、電気設備について防爆措置が行われていること。 

⑶ 溶剤の漏出が想定される場所から水平方向に50cm以内（垂直方向については床面から天井まで）に

は、ボイラー、アイロンを用いる作業台の設置スペース又は洗濯物の保管スペースが設けられていな

いこと。 

⑷ 作業場の床は、溶剤が浸透しない構造であること。 

４ 併せて講じるべき日常の作業における安全管理対策等 

このほか、引火性溶剤を用いるドライクリーニング工場においては、日常の作業における安全管理

を徹底することが必要不可欠であり、法第48条第１項から第９項までの規定に基づく許可の際に、次

の⑴から⑸までが適切に実施されるよう安全管理の体制及び方法を確認する必要がある。 

具体的には、安全管理の責任者を定め、次の⑴から⑸までに関する安全管理のチェックリストを作

成して見やすい場所に掲示し、又は分かりやすい場所に常備することにより、作業時に確実に確認さ

せる等安全管理を徹底させる体制及び方法について許可の条件とする必要がある。 

⑴ 人体、作業服等の帯電防止 

ア 作業場内に除電板、静電気除去ブラシその他の人体の静電気を適切に除去するための器具が設置

されていること。 

イ 溶剤の容器を開閉する際、洗濯機若しくは乾燥機に洗濯物を入れる際又は洗濯物若しくは乾燥機

から洗濯物を出す際には、あらかじめ除電板に触れる等により静電気を適切に除去すること。 

⑵ 溶剤の管理 

ア 溶剤の保管容器は、使用時以外は蓋を閉じておくこと。 

イ 溶剤の保管容器は、ゴムマット等不導体の上に設置しないこと。 

ウ 溶剤の管理に当たっては、取り扱う溶剤の種類に応じて、それぞれの製品安全データシート（Ｍ

ＳＤＳ）に示された管理方法に従うこと。 

エ 洗濯時においては、溶剤に洗剤を添加することにより、溶剤の体積抵抗率を10⁹Ω・ｍ以下に保つ

こと。 

⑶ 機械の管理 

ア 洗濯機、乾燥機その他の機械の使用に当たっては、取扱説明書に従って機械の保守点検、機械及

び器具類の清掃、フィルターの交換その他の管理を適切に実施すること。 

イ ライター等の異物を洗濯機及び乾燥機内に混入させることのないよう、衣類等の洗濯物を洗濯機

及び乾燥機に投入する前に事前点検を行うこと。 

⑷ 作業場の管理 

ア １、⑵及び３、⑵により電気設備の防爆措置を行うことを必要とする範囲においては、ライタ

ー・たばこ等火源となるものを持ち込まないこと。また、溶剤の保管容器や洗濯かごなど溶剤の漏

出が想定される可動性のものについては、その可動範囲をあらかじめ作業場に明示しておくこと。 

イ 溶剤の付いたウエス等の布、繊維くずを機械、溶剤の保管容器等のそばに放置しないこと。 

ウ 使用する溶剤に応じて、危険物の規制に関する政令（昭和34年９月26日政令第306号）別表第５に

基づきその消火に適応するものとされる消火設備のうち、第５種の消火設備が作業場内に設置され

ていること。ただし、危険物の規制に関する政令第20条第１項第１号又は第２号に該当する場合は、

当該各号に定める消火設備が設置されていること。 
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エ 前号に掲げる消火設備については、取扱説明書に従い保守点検を適切に実施すること。 

⑸ このほか、ドライクリーニング作業の作業に当たっては、クリーニング業法（昭和25年法律第207

号）、消防法（昭和23年法律第186号）、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）等の関係法令に従う

こと。 

 

【５】 技術的基準を確認するために必要となる図書 

 

１ 付近見取図 

２ 配置図 

３ 申請階平面図（安全対策案図） 

４ 各階平面図（申請階以外） 

５ 立面図（２面） 

６ 断面図（２面） 

７ 引火性溶剤を用いるドライクリーニング工場安全対策調書 
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３ 申請階平面図 
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４ 各階平面図（申請階以外） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 立面図 
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６ 断面図 
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７ 引火性溶剤を用いるドライクリーニング工場安全対策調書 
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【６】 引火性溶剤を用いるドライクリーニング工場の住居系地域における工場の立地に関する法第48条ただし

書許可の判断基準 

 

１ 対象建築物 

第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域、第１種中高層住居専用地域、第２種中高層住居専

用地域、第１種住居地域、第２種住居地域又は準住居地域が指定された区域内における引火性溶剤を用い

るドライクリーニング工場（以下「工場」という｡）であること。 

２ 許可の判断基準 

当該工場の位置、構造等が次の条件に該当すること。 

⑴ 騒音 

当該工場の位置、構造等が次のアからウまでに適合していること。 

ア 通常、許可を行う際に考慮されるべき騒音としては、次の各号が想定されるものであり、工場の業態

に応じて、それぞれの騒音ごとに住居の環境への影響を検討する必要があるものであること。 

(ｱ) 操業等に伴い工場の中から発生する騒音 

(ｲ) 搬入、配送等工場の敷地の中から発生する騒音 

イ 操業等に伴い工場の中から発生する騒音にあっては、周辺の住宅地等における状況と比較して、住

居の環境を害するものとならないことが、その業態、使用する機械等の種類からみて客観的、かつ、

合理的に判断されること又は、周囲に対する騒音の低減を図るための対策が十分に取られることによ

り上記と同様の状態となることが客観的、かつ、合理的に判断されること。具体的には、例えば、以

下の対策が取られていることが考えられる。 

(ｱ) 敷地内の建造物の配置について、隣接建築物から一定の距離が取られていること。 

(ｲ) 騒音源となる機械等を建築物内に配置する場合に、外壁に密着して設置されていない、隣接建築

物から離れた場所に設置されている等の適切な配置がなされていること。 

(ｳ) 敷地外周に遮音壁の設置等がなされていること。 

(ｴ) 騒音の小さい種類の機械、作業方法が選択されていること。 

ウ 搬入、配送等工場の敷地の出入りに伴って発生する騒音にあっては、騒音が生じる時間帯、頻度及

び騒音の程度について、その業態に鑑み、合理的な想定がなされているものであり、かつ、周辺の住

宅地等における状況と比較して、住居の環境を害するものとならないものであること。 

⑵ 交通量 

当該工場の敷地及び自動車等の敷地への出入りの状況が次のアからウまでの条件に適合していること。 

ア 工場の敷地が、その規模、自動車の出入りの頻度の相違に応じ適切な幅員の道路に接していること。 

イ 敷地の出入り口が、極力周囲の居住環境や道路交通に対する影響が少ない場所に設けられているこ

と。 

ウ 自動車等の敷地への出入りの頻度について、その業態に鑑み、合理的な想定がなされているもので

あり、かつ、周辺の住宅地等における状況と比較して、住居の環境を害するものとならないものであ

ること。 

⑶ 臭気 

工場に換気孔等を設ける場合に、その業態に応じて想定される臭気の程度に応じて、排気が隣接建築

物に直接吹き付けることのないよう、換気孔の位置、方向及び排気口の高さ等の構造が適切なものとさ

れていること又は防臭装置の設置がなされていること等により周辺環境に害を及ぼさないよう配慮され

ていること。 

⑷ 振動 

振動源となる機械等を建築物内に配置する場合に、外壁に密着して設置されていない、隣接建築物か

ら離れた場所に設置されている、振動を吸収する台の上に設置されている等の適切な配置がなされてい

ること。 

⑸ 照明・光 

工場から発する光及び工場の敷地に出入りする自動車等から発する光が、周囲の建築物に頻繁に当た

ることのないようにするため、敷地内における建築物の配置及び自動車動線の設定が適切になされてい

ること又は、植栽、目隠し板の設置等が行われていること。 
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＜参考＞  引火性溶剤を用いるドライクリーニング工場の違反是正の手順フロー（例） 

 

○違反建築物及び違反内容の確定 

「引火性溶剤を用いるドライクリーニング工場の実態調査」の結果及び必要に応じ実施する法第12条第５項

に基づく報告、同条第６項に基づく立入検査等の結果に基づき、特定行政庁において、違反建築物の確定及び

その通知すべき違反内容の確定を行う。 
 
 
 

○事業者等（管理者・占有者）への通知  

特定行政庁は、用途違反の判明したドライクリーニング工場の事業者（建築物の管理者・占有者等）等に対

して、違反事実の通知を行い、違反是正計画書の提出を求める。 

 

※ この際、溶剤の変更等の違反是正措置のほか、本安全対策に基づく法第48条ただし書許可についての検討

を行うことが可能である旨について特定行政庁より情報提供を行う。 

※ また、違反是正計画書の提出期限については、違反是正の検討等に要する期間として通常想定される期間

を考慮するものとする。 

※ 申請者が安全対策の手続きの内容を十分に理解できるよう、必要に応じて、個別相談等を実施する。ま

た、必要に応じて消防担当部局への事前相談等を行う。 
 
 

 

○違反是正計画書の提出 

事業者等は、特定行政庁に対して、違反是正措置の内容について計画書を提出する。 
 
 
 
 
 

○ 法第 48 条ただし書許可を受けようとする場合 

・事業者等は、特定行政庁に対して、違反是正計画に基づき、許可の申請を行う。 

・特定行政庁は、許可申請を受け、利害を有する者の出頭を求めて公開による意見の聴取（公聴会）を行い、 

かつ、建築審査会の同意を得た上で許可を行う。 
 
 

※ 特定行政庁は、違反是正計画書の提出を受け、法第48条ただし書許可が必要な内容である場合には法第87

条第２項に基づく用途を変更をする場合等として、事業者等に法第48条ただし書許可の申請を求める。 

※ 法第48条ただし書許可に係る事務の執行に当たっては、その迅速な処理に努めることが望ましい。例えば、

特定行政庁が、本許可基準について建築審査会の了承を得た上で事前明示を行っておくこと等により、許可

手続きの円滑化、迅速化を図ることも考えられる。 
 
 

 

○本安全対策の実施による違反是正 

事業者等は、許可の内容に即した機械の改良や配置等の変更を行い、完了した旨を特定行政庁に報告する。

報告を受け、特定行政庁は、実地検査を行う。 

 

※ 特定行政庁は、法第48条ただし書許可を行った建築物について、法第12条第５項に基づく報告を求め、 

現場での確認を行う等により、適正な安全対策の実施状況の把握に努めるものとする。 
 
 

 

○許可を受けた建築物の安全対策の実施状況の把握 

特定行政庁は、許可を受けた建築物の台帳を整備し、必要に応じ、違反建築防止週間などの機会を捉えた立入検

査の際、許可条件とした内容の確認を行う等により建築後 
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【７】 ドライクリーニング工場に対する火災予防条例（例）の規定の考え方 

 

引火性溶剤を用いるドライクリーニングを営む工場（少量危険物施設に限る）（以下「ドライクリーニン

グ工場」という｡）について、「引火性溶剤を用いるドライクリーニングを営む工場に係る建築基準法用途規

制違反への対応及び同法第48条の規定に基づく許可の運用について（技術的助言）」（平成22年９月10日国住

指第2263号、国住街第78号）の別添１「火災安全性の確保の観点からの引火性溶剤を用いるドライクリーニ

ング工場の安全対策に関する技術的基準」（以下「2263号通知技術的基準」という｡）に基づく防火安全対策

が講じられることが確認できれば、特に火災予防条例（例）第31条の３の２に定める次に掲げる基準によら

なくとも同等以上の安全性があり火災予防条例（例）第34条の３（基準の特例）の規定を適用することがで

きるものと考える。 

 

１ 火災予防条例（例）第31条の３の２第１号及び第２号 
 

⑴ 壁、柱、床及び天井は、不燃材料で造られ、又は覆われたものであること。 

⑵ 窓及び出入口には、防火戸を設けること。 
 
（考え方） 

2263号通知技術的基準を満たすドライクリーニング工場は、次のア及びイに掲げる一定の延焼拡大抑制措

置が講じられるとともに、引火性溶剤を取り扱う洗濯機の外側は不燃材料で造られていることから、火災予

防条例（例）第31条の３の２第１号及び第２号の基準によらなくとも同等の安全性があると考えられる。 

［2263号通知技術的基準中の延焼拡大抑制措置］ 

ア 洗濯機及び乾燥機には、次に掲げる一定の措置が講じられていること。 

(ｱ) 洗濯機及び乾燥機には、例えば洗濯槽内の酸素濃度を調整するなどの火災の発生を予防する機能が設

けけられ、かつ、当該機能が適正に稼働する管理がなされていること。 

(ｲ) 洗濯機には、適切にアースが設置されており、帯電しにくい措置が講じられていること。 

(ｳ) 洗濯機は、選択及び脱液が同一の機械内で行われる機能が求められており、溶剤の取扱い作業を必要

最小限に抑えていること。 

イ 洗濯機及び乾燥機周囲には、次に掲げる一定の措置が講じられていること。 

(ｱ) 洗濯機及び乾燥機の水平方向50㎝以内（垂直方向は床面から天井面まで）には、作業台設置スペース

や洗濯物保管スペースが設けられていないこと。 

(ｲ) 洗濯機及び乾燥機のそばに溶剤の付いたウエス等の布、繊維くずを放置しない等の作業場の安全管理

体制・方法が確立されていること。 

２ 火災予防条例(例)第31条の３の２第３号 

 

⑶ 液状の危険物を貯蔵し、又は取り扱う床は、危険物が浸透しない構造とするとともに、

適当な傾斜をつけ、かつ、ためますを設けること。 
 
（考え方） 

2263号通知技術的基準を満たすドライクリーニング工場は、次のア及びイに掲げる一定の流出拡大防止対

策が講じられるとともに、当該ドライクリーニング工場において、洗濯機に補充する引火性溶剤の量は、１

日当たり平均10リットル程度（最大15リットル程度）であることから、火災予防条例（例）第31条の３の２

第３号の基準によらなくとも同等以上の安全性があると考えられる。 

［2263号通知技術的基準中の危険物流出拡大防止措置］ 

 ア 作業場の床は、溶剤が浸透しない構造であること。 

 イ 溶剤の管理 

 (ｱ) 溶剤の保管容器は、使用時以外は蓋を閉じておくこと。 

 (ｲ) 溶剤の保管容器は、ゴムマット等不導体の上に設置しないこと。 

(ｳ) 溶剤の管理に当たっては、取り扱う溶剤の種類に応じて、それぞれの製品安全データシート（ＭＳ

ＤＳ）に示された管理方法に従うこと。 
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【８】 引火性溶剤を用いるドライクリーニングを営む工場に対する関係部局間の連携について（平成22年10月

５日国住街第102号） 

 

引火性溶剤を用いるドライクリーニングを営む工場に関する建築基準法第48条の建築物の用途規制違反

については、平成22年９月10日付け国住指第2263号、国住街第78号国土交通省住宅建築指導課長・市街地

建築課長通知「引火性溶剤を用いるドライクリーニングを営む工場に係る建築基準法用途規制違反への対

応及び同法第48条の規定に基づく許可の運用について」（以下「課長通知」という。）により、違反是正措

置の方針について通知を行ったところである｡ 

今後、地方公共団体においては、関係部局が連携し、新たに、引火性溶剤を用いるドライクリーニング

工場が違法に立地することを防止する取り組みを進めることが必要となることから、建築指導部局におか

れては、下記の取り組みにより消防担当部局及び衛生主管部局との連携に努められたい。 

なお、消防庁及び厚生労働省からも、各関係部局あてに連絡されていることを申し添える。 

本文書は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の４第１項の規定に基づく技術的助言として通知

するので、貴職におかれては、貴管下関係機関に対しても、この旨周知徹底方お願いする。 

 

記 

 

１ 確認済証の交付を行った場合、又は指定確認検査機関から確認審査報告書の提出を受けた場合は、衛

生主管部局に対して情報提供を行うこと。 

２ 建築基準法に基づく許可を行った場合は、許可の内容（許可条件を含む）について、衛生主管部局に

対して情報提供を行うこと。 

３ 情報交換等の具体的方針の調整や円滑な実施等を図るため、都道府県（管下特定行政庁を含む）及び

政令指定都市において、関係行政部局同士の情報交換等を行う場を設けるなど、日常的な連絡調整に努

めること。 

 

【９】 引火性溶剤を用いるドライクリーニングを営む工場に対する関係部局間の連携について（平成22年10月

５日健衛発1005第１号） 

 

引火性溶剤を用いるドライクリーニングを営む工場に関する建築基準法第48条の建築物の用途規制違反

については、「引火性溶剤を用いるドライクリーニング工場を営む工場に係る建築基準法用途規制違反への

対応のための協力依頼について」（平成22年９月10日健衛発0910第１号厚生労働省健康局生活衛生課長通知）

により通知したところです。 

今後、地方公共団体において関係部局が連携し、新たに、引火性溶剤を用いるドライクリーニング工場

が違法に立地することを防止する取り組みを進めることが必要となることから、各衛生主管部（局）にお

かれましては、下記の取り組みにより建築指導部局及び消防担当部局との連携に努めるようお願いいたし

ます。 

なお、国土交通省及び消防庁からも、各関係部局あてに連絡されていることを申し添えます。 

この通知は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の４第１項に規定する技術的な助言に当たるも

のです。 

 

記 

 

１ クリーニング業法に基づく届出があった場合には、届出を行った者に対して建築基準法及び消防法に

基づく規制に関する情報提供を行うとともに、当該届出の内容について建築指導部局及び消防担当部局

に対して情報提供を行うこと。 

２ クリーニング業法に基づく検査、立入検査等を行った際、建築基準法又は消防法に関し、違反の疑い

があった場合には、建築指導部局又は消防担当部局に対して情報提供を行うこと。 

３ 情報交換等の具体的方針の調整や円滑な実施等を図るため、都道府県及び政令市等において、関係行

政部局同士の情報交換等を行う場を設けるなど、日常的な連絡調整に努めること。 
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【10】 引火性溶剤を用いるドライクリーニングを営む工場に係る建築基準法第48条の規定に基づく許可の運用

に対する消防機関との連携について（東京都都市整備局市街地建築部建築主管課長・特別区建築主管課

長・多摩９市建築主管課長・多摩建築指導事務所建築指導第１、２、３課長あて平成22年12月21日22予予

第808号予防課長依頼） 

 

 

このことについては、国土交通省住宅局建築指導課長及び市街地建築課長から各都道府県建築行政主務

部長宛に「引火性溶剤を用いるドライクリーニングを営む工場に係る建築基準法用途規制違反への対応及

び同法第48条の規定に基づく許可の運用について（技術的助言）」（平成22年9月10日国住指第2263号、国住

街第78号）（以下「課長通知」という｡）により、違反是正措置の方針や消防担当部局との連携について通

知されたところです。 

今後、課長通知に伴う許可申請があった際には、消防同意として防火に関する規定について審査を行う

ことになります。 

つきましては、許可手続きの中で消防同意が円滑に行われるよう下記のように対応していただくようお

願い申し上げます。 

 

記 

 

１ ドライクリーニングを営む工場の関係者から課長通知に伴う許可申請の事前相談を受けた際には、所在地

を管轄する消防署と消防法令上の違反の有無の確認等について、事前協議を行うよう指導してください。 

２ 建築基準法第48条の規定に基づく許可を行った場合は、所在地を管轄する消防署へ情報提供（建築主、所

在地、許可年月日）してください。 

  ３ 前１及び２のほか、所在地を管轄する消防署と相互に情報提供するなど、配意願います。 
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※引火性溶剤を用いるドライクリーニング工場に係る建築基準法の取扱いを踏まえた火災予防条例（例）

の取扱いについて平成 22 年９月 10 日消防予第 408 号、消防危第 196 号消防庁予防課長、消防庁危険

物保安室長通知）【５】技術的基準を確認するために必要となる図書、７引火性溶剤を用いるドライ

クリーニング工場安全対策調書を指す。 
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別図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


